
 

平成 31 年度一般会計当初予算のポイント 

 

Ⅰ 平成 31 年度一般会計の姿                  

★ 平成 31 年度一般会計当初予算の規模は、対前年度比 40億 8千万円・5.9％増の 732 億 4

千万円。過去最大規模の予算計上。 

 

 H31 H30 H29 

当初予算額 732 億 4 千万円 691 億 6 千万円 636 億 5 千万円 

対前年度比 ＋5.9％ ＋8.7％ ＋2.3％ 

 

  なお、国の平成 31年度一般会計予算伸び率          ＋3.8％ 

平成 31 年度地方財政計画（通常収支分見込み）伸び率  ＋2.7％程度 

  

   

 

Ⅱ 歳入                           

★ 市税は、固定資産税、個人市民税、法人市民税の増等が見込まれ、対前年度比 7億 1千

万円・3.4％増の 218 億 3千万円。 

 

 

   

 

 

★ 地方交付税のうち、普通交付税においては、本市における基準財政需要額及び基準財政

収入額の推計、及び、普通交付税の算定の特例（合併算定替）の段階的縮減等に短期償

還分（元金）30 億 3 千万円を加算し、特別交付税と合わせて前年度比 24 億 9 千万円・

18.5％増の 159 億 4千万円。 

 

 

★ 市債は、小学校空調設備整備事業、及び、粥見小学校校舎改築事業の減等により、対前

年度比 14 億 5千万円・15.0％減の 82億 5 千万円。 

 

 H31 H30 H29 

当初予算額 218 億 3 千万円 211 億 1 千万円 213 億 5 千万円 

対前年度比 ＋3.4％ ‐1.1％ ‐0.3％ 

報道発表資料 



 

うち、臨時財政対策債は、対前年度比 3億円・12.5％減の 21億円 

   合併特例事業債は、対前年度比 6億 3千万円・10.8％減の 52億 2千万円 

（発行期限：平成 36 年度） 

 

★ 市債借入残高は前年度末見込み額 485 億円に対し、借入額 82億 5千万円、償還額 89億

4 千万円を反映、平成 31年度末見込み額 478 億円、7億円の減。 

市長就任前残高 491 億円（平成 26 年度末） 

 

※臨時財政対策債除く市債残高 

平成 31 年度末見込み額 280 億円  

市長就任前残高 311 億円（平成 26 年度末） 

 

★ 財政調整基金繰入金は、対前年度比 20億円増の 50 億円を計上。 

増加分については実施計画における重点プロジェクトなどへの重点配分、大規模事業分、 

短期償還分。 

 

Ⅲ 歳出                           

★ 消費的経費は、対前年度比 20 億 7千万円・4.5％増の 484 億 8 千万円。投資的経費は、

対前年度比 25億 3千万円・22.7％減の 85億 9千万円。その他の経費は、対前年度比 45

億 4 千万円・39.0％増の 161 億 7 千万円。 

 

※消費的経費について 

・人件費については、主に選挙に伴う時間外手当の増額により、対前年度比 2 億 4 千

万円・2.4％増の 105 億 3千万円。 

・物件費については、委託料、役務費の増額等により、対前年度比 7億 4千万円・7.7％

増の 103 億 8 千万円。 

・扶助費については、介護給付費等給付事業費、児童扶養手当支給事業費の増額等によ

り、対前年度比 1億 2千万円・0.7％増の 166 億 5千万円。 

・補助費等については、松阪地区広域消防組合分担金、ふるさと特産品 PR事業費の増

額等により、対前年度比 9億 9千万円・11.0％増の 100 億 4千万円。 

 

※投資的経費について 

・普通建設事業費については、小学校空調設備整備事業費、粥見小学校校舎改築事業

費の減額等により、対前年度比 25億 3千万円・22.8％減の 85 億 8 千万円。 

 



 ※その他経費について 

・公債費については、対前年度比 44 億円・90.9％増の 92 億 4 千万円。 

 【短期償還分（元金）43 億 3千万円。】 

・繰出金については、主に、介護保険事業特別会計繰出金、公共下水道事業会計繰出

金の増額により、対前年度比 1億 3千万円・1.9％増の 67 億 5 千万円。 

 

 

Ⅳ 主な財政指標                       

★ 一般財源総額 

440 億 5 千万円（平成 30年度＝406 億 6千万円 対前年度比 ＋8.3％） 

なお、地方財政計画（通常収支分見込み）上の対前年度比 ＋1.0％ 

注）この場合の一般財源とは市税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、臨時財政対策債と県

からの交付金の合計をいう。 

 

★ 一般財源比率  

57.3％（平成 30 年度＝55.3％） 

なお、地方財政計画（通常収支分見込み）では 66.6％程度 

注）この場合の一般財源とは市税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税と県からの交付金の合

計をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


